
1.　はじめに

近年，データやデジタル技術の普及・拡大によ
り，これまでの業務を効率化する変革がさまざま
な業界で本格的に進展しており，社会を支えるイ
ンフラ分野においても，生産性の向上を目的とし
てDXを積極的に進めていく必要がある。
また，品確法においても，「公共工事の品質確
保に当たっては，調査等，施工及び維持管理の各
段階における情報通信技術の活用等を通じて，そ
の生産性の向上が図られるように配慮されなけれ

ばならない」と定められている。このように人口
が減少し，働き手が少なくなる中，公共工事の品
質を確保し，労働環境の改善を進めるためには，
生産性の向上が喫緊の課題と考えている。
品確法には，地方公共団体の責務として，「地
方公共団体は，基本理念にのっとり，その地域の
実情を踏まえ，公共工事の品質確保の促進に関す
る施策を策定し，及び実施する責務を有する」と
の記載もある。県は，広域自治体として，その地
域におけるインフラ分野の DXを進めるための
重要な責務を有している（図－ 1）。
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図－ 1　品確法抜粋
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2.　�インフラ分野のDX促進に向けた
専属班の設置

DXに関する取組については，令和 4年度より
長崎県土木部各課単位で進めてきており，新しい
知見が少しずつではあるが蓄積され，独自の方向
性を見いだしつつある状況だった。
しかしながら，DXに関する情報について土木
部全体で共有することで，効率的かつ経済的に業
務が進み，さらには将来的なインフラの維持管理
を見据えた視点からも効果的であると考えた。ま
た，事業横断的なインフラ分野の DXを確実に
進めていく姿勢として，インフラ DXを専属的
に進める新たな組織を設置し，その中長期的な計
画を示すことが建設業界の取組を促進することに
つながると考え，令和 6年 4 月に「インフラDX
推進班」を設置した。

3.　�長崎県インフラDX�
アクションプランの策定

今後，インフラ分野の DXの取組を加速する
ためには，官民が歩調を合わせた ICT の環境整
備などが不可欠であると認識している。そのため
には，官民一体となって目指していくべき DX
の姿や重点的に取り組む事項を示した「長崎県イ
ンフラDXアクションプラン」の策定が必要だと
考え，令和 6年 12 月に「第 0版」として公表を
行った（図－ 2）。
「第 0版」としたのは，他県においても「第 0版」
を公表し，その結果，アクションプランに対する
意見やさまざまな最新技術の情報が多く寄せられ
た事例があり，いったん公表することで「第 1版」
に向け，内容の充実を図ることができると考えた
ためである。
本アクションプランは，通常時の調査等，施工

及び維持管理といった建設生産プロセスの各段階
において，ICT の活用等を通じて DXを推進す
る「インフラ分野のDX」と災害に備えた事前対

策を講じ，発災時は迅速な初動対応と情報収集・
被害軽減に努め，早期復旧のために DXを推進
する「災害対応におけるDX」を 2つの柱として
いる。発災時に迅速な対応を行うためにも，平常
時より ICT を活用し，習熟に努めることが重要
だと考えている（図－ 3）。

4.　�ICT施工の推進について�
（インフラ分野のDX）

ここからは，個別の施策について話を進める。
長崎県では，平成 29 年度から土工工事より
ICT 施工を開始し，国土交通省の実施要領に合
わせて，ICT 活用工種について順次拡大を図っ
てきたが，土工工事以外には広がっていない状況
にある（図－ 4）。
長崎県内の建設企業を土木一式のランクごとに
ICT 施工を実施したことのある企業について比
較したところ，最上位ランクにおいて約 5割程度
の経験であり，それより下位のランクにおいては

図－ 2　長崎県インフラDXアクションプラン「第 0版」

図－ 3　目次
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図－ 4　ICT施工の実施件数

図－ 5　土木一式ランクごとの ICT施工の経験 図－ 6　地域別の ICT施工の経験

図－ 7　測量設計段階における 3次元起工測量及び 3次元設計データの作成
出典：国土交通省資料より抜粋
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1 割にも満たない状況にある（図－ 5）。
また，土木一式の最上位ランクの企業を地域別
に比較したところ，地域ごとに ICT 施工の経験
に差があることが分かったが，これは，地域にお
いて土工工事が多いと高い傾向となり，工種によ
る地域差が表れている（図－ 6）。
これらの状況を踏まえ，いくつかの施策を「長

崎県インフラDXアクションプラン」に記載し，
実行することとしている。
①�　施工業者の負担軽減：測量設計段階での 3次
元起工測量及び 3次元設計データの作成（図－ 7）
②�　工種別 ICT 施工の普及：工種（河川浚渫工
や舗装補修工など）ごとの活用方法により普及

③�　ICT の普及：簡易で導入可能な ICT を普及
する取組（次項参照）

5.　�ICTの普及について�
（インフラ分野のDX）

ICT 施工の普及のため，これまで県内各地で
ICT現場見学会を開催してきた。
しかしながら，ICT 施工の現場見学会では，
地域や企業，人材によりさまざまな ICT レベル
が存在するなか，導入時の人材育成や資機材の購
入費など，さまざまなハードルにより容易に技術
を導入できるものではないことから，一律の普及
活動では技術の浸透につながらないと考えた。
そのため，令和 7年度より，県内各地でそれぞ
れの ICT レベルに応じた技術を紹介すること
で，段階的な ICT の普及を図ることを目的に，
地域や企業のニーズに応じた ICT に関する講義
や製品等の展示で構成する研修を実施している
（写真－ 1）。
令和 7 年度の開催では，「情報共有システム」

や「現場写真管理アプリ（電子小黒板）」，「測量
アプリ」など，導入が容易なものより紹介してお
り，令和 8年度以降は，紹介する技術を「自動追
尾型測量機（自動追尾型TS）」や「3次元設計ソ
フト」など，導入レベルを上げながら実施してい
くこととしている（図－ 8）。

6.　�リモート災害査定の推進について�
（災害対応におけるDX）

近年，自然災害の激甚化により，県民の命や暮
らしを守るための継続的な取組が求められてい
る。そこで，平時の取組である「インフラ分野の
DX」に加え，有事の取組である「災害対応にお
けるDX」を推進することは，迅速な初動対応や
早急な復旧につながると考え，2つ目の柱として
示したところである。
「災害対応におけるDX」では，平時から災害
に備え，被災を軽減する方策を準備し，発災時に
は初動対応を迅速に行い，情報収集及び被害軽減
に努めるとともに，早急な復旧を行うため，さま
ざまな状況に応じたDXを進める必要がある。
長崎県では，多くの離島・半島を抱え，海路・

写真－ 1　展示会の状況（島原地区）

図－ 8　企業のレベルに応じた技術の紹介

建設マネジメント技術　　2026 年 2 月号 101

建マネ2602_10_自治体の取り組み02_四.indd   101建マネ2602_10_自治体の取り組み02_四.indd   101 2026/02/04   10:472026/02/04   10:47



空路など移動距離が大変長く，災害査定を受ける
上でも多くの時間を要している。令和 5年度に一
部の地域においてWeb 会議などを利用し，遠隔
地でのリモート災害査定を実施したところ，有効
性が確認できたことから，令和 6年度より全県下
において本格的に取組を進めている。
また，査定設計書等の書類については，情報共
有システムを活用し，長崎県や市町においてクラ
ウド上でやり取りを行い，全ての査定においてペ
ーパーレスにより進めている（表－ 1，写真－ 2）。
今後も，モバイル端末を活用した測量など，デ

ジタル技術を活用し，早急な災害復旧に努めてい
くこととしている。

7.　適応期から加速期へ

長崎県では，平成 29 年度より ICT施工や情報
共有システムの活用など，生産性の向上につなが
る取組を進めてきた。しかしながら，導入当初は，
人材育成や機材購入など，時間と費用がかかり，
コストに見合う利益を得ることが難しい状況であ
った。

表－ 1　リモート災害査定の実施件数（令和 7年 11月時点）

項目 申請自治体 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

災害査定
実施件数

長崎県
市町

8
116

12
96

13
62

計 124 108 75

リモート査定
実施件数

長崎県
市町

1
1

3
43

7
15

計 2 46 22

※�リモート査定：査定官及び立会官と申請自治体をWeb会議シ
ステム等で結び，遠隔地で受検すること。
※�ペーパーレスによる査定：査定時において紙資料ではなく電子
データのみで行うこと。現在は，全ての査定で実施。

立会官

査定官

随行

申請者（対馬市）

写真－ 2　リモート災害査定の開催状況

図－ 9　チェンジ・マネジメント
出典：国土交通省資料より抜粋
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国土交通省の資料には，『チェンジ・マネジメ
ント』のグラフを用い，変革による混乱を早期に
収束させることで業務変革の効果を一層高めるた
めの業務マネジメントについて記載されており，
どのように ICT を浸透させるかが重要だと考え
ている。
現在，長崎県では，簡易で導入可能な ICT の
普及を目的とする「ICT 技術研修」や移動時間
の短縮による効率的な「リモート災害査定」など，
一定の取組が進んでいる ICT を活用し，建設業
界全体でインフラ DX の恩恵を享受すること
で，混乱を早期に収束させ，技術を適応させてい
く取組を進めている。
「長崎県インフラDXアクションプラン（第 1
版）」では，これまでの取組と「インフラDX推
進班」設置後の取組，将来像を示し，インフラ
DXが適応期に移行したこと，早期に取り組むこ
とが加速期へ進めることを示すため，『チェン
ジ・マネジメント』について掲載することとした
（図－ 9）。

8.　おわりに

建設業は，地方において基幹産業の一つであ
り，これまで地域のインフラ整備や災害対応など

を担っており，地域にはなくてはならない存在だ
と考えている。
そのような中，人口減少が進み，建設業の担い
手確保が課題であるが，他産業においても同様の
状況であり，今後，人材確保の状況がさらに厳し
い状況になると思われる。また，令和 6年 4月か
ら建設業においても時間外労働の上限規制が適用
されるなど，年間の総労働時間が全産業に比べて
長い建設業においては，深刻な人材不足にますま
す拍車がかかることが想定される。
建設業界において働き方改革・労働環境改善に
つながる業務の効率化は，必要不可欠な取組であ
り，ドローンによる測量や自動制御された建設機
械の活用など，建設現場への ICT の導入が更に
進むことが考えられるため，県内企業においても
しっかりと取り組んでいただきたい。
いずれにしても，ICT/DX 推進に関して課題
はあるものの，建設業は，地域に必要な誇れる産
業であり，未来への可能性が広がっている産業で
あると考えており，受注者／発注者という異なる
立場ではあっても，目標に向かって一緒に走って
いる姿を世間に示し，受発注者間のコミュニケー
ションを一層活性化させ，円滑な事業執行に努め
ていくこととしたい。

建設マネジメント技術　　2026 年 2 月号 103

建マネ2602_10_自治体の取り組み02_四.indd   103建マネ2602_10_自治体の取り組み02_四.indd   103 2026/02/04   10:472026/02/04   10:47


